
補

正

予

算

◎
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
に
３
億
４
３
０

０
万
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の

総
額
を
８
０
３
億
４
３
０
０
万
円
と
し

た
。

◎
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算

（
第
１
号
）
【
賛
成
多
数
・
可
決
】

　
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
に
２
８
０
０
万

円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額

を
１
２
７
億
８
２
０
０
万
円
と
し
た
。

条
例
の
一
部
改
正

◎
専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に

つ
い
て
（
市
税
条
例
の
一
部
改
正
）

【
全
員
賛
成
・
承
認
】

　
地
方
税
法
の
改
正
に
伴
い
、
所
要
の

改
正
を
行
っ
た
。

◎
専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に

つ
い
て
（
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一

部
改
正
）
【
賛
成
多
数
・
承
認
】

　
地
方
税
法
施
行
令
の
改
正
に
伴
い
、

所
要
の
改
正
を
行
っ
た
。

◎
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

の
制
定
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
地
方
税
法
等
の
改
正
に
伴
い
、
一
定

の
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
に
係
る
固
定

資
産
税
の
課
税
標
準
の
特
例
を
定
め
、

認
定
長
期
優
良
住
宅
に
係
る
固
定
資
産

税
に
つ
い
て
特
例
要
件
に
該
当
す
る
と

認
め
ら
れ
る
場
合
に
職
権
で
特
例
を
適

用
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
、
及

び
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
に
係
る
土

地
の
価
格
の
特
例
を
延
長
し
、
並
び
に

市
民
税
等
に
つ
い
て
減
免
事
由
に
該
当

す
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
場
合
に
職

権
で
減
免
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と

す
る
と
と
も
に
、
そ
の
他
所
要
の
改
正

を
行
っ
た
。

◎
都
市
計
画
事
業
土
地
区
画
整
理
事
業

施
行
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の

制
定
に
つ
い
て
【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
清
算
金
を
分
割
徴
収
す
る
場
合
に
付

す
べ
き
利
子
の
利
率
を
改
め
る
た
め
、

改
正
を
行
っ
た
。

契
約
の
締
結

◎
斎
場
火
葬
炉
給
排
気
設
備
改
修
工
事

の
請
負
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
斎
場
火
葬
炉
給
排
気
設
備
改
修
工
事

を
行
う
た
め
の
工
事
請
負
契
約
を
株
式

会
社
宮
本
工
業
所
と
１
億
９
９
９
２
万

５
千
円
で
締
結
し
た
。

契
約
の
変
更

◎
高
洲
小
学
校
他
２
校
普
通
教
室
等
空

調
設
備
改
修
工
事
の
請
負
契
約
に
つ
い

て
【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
契
約
金
額
を
３
億
７
０
５
６
万
８
千

円
か
ら
３
億
８
４
０
４
万
４
１
０
０
円

に
変
更
し
た
。

◎
南
小
学
校
他
２
校
普
通
教
室
等
空
調

設
備
改
修
工
事
の
請
負
契
約
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
契
約
金
額
を
３
億
２
２
０
８
万
円
か

ら
３
億
７
３
０
２
万
２
１
０
０
円
に
変

更
し
た
。

◎
北
部
小
学
校
・
日
の
出
中
学
校
普
通

教
室
等
空
調
設
備
改
修
工
事
の
請
負
契

約
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
契
約
金
額
を
２
億
３
７
０
５
万
円
か

ら
２
億
４
６
２
７
万
２
０
０
円
に
変
更

し
た
。人

事

案

件

◎
固
定
資
産
評
価
員
の
選
任
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
同
意
】

　
宇
田
川
勝
正
氏
を
選
任
す
る
こ
と
に

同
意
し
た
。

◎
人
権
擁
護
委
員
の
候
補
者
の
推
薦
に

つ
き
意
見
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
適
任
】

　
村
田
清
光
氏
を
適
任
と
認
め
た
。

発

議

◎
市
議
会
議
員
の
長
期
欠
席
等
に
係
る

議
員
報
酬
及
び
期
末
手
当
の
特
例
に
関

す
る
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

◎
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の
堅
持

に
関
す
る
意
見
書
の
提
出
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

◎
国
に
お
け
る
令
和
７
年
度
教
育
予
算

拡
充
に
関
す
る
意
見
書
の
提
出
に
つ
い

て
【
全
員
賛
成
・
可
決
】

報

告

◎
継
続
費
繰
越
計
算
書
に
つ
い
て

◎
繰
越
明
許
費
繰
越
計
算
書
に
つ
い
て

◎
事
故
繰
越
し
繰
越
計
算
書
に
つ
い
て

◎
下
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

に
つ
い
て

◎
下
水
道
事
業
会
計
継
続
費
繰
越
計
算

書
に
つ
い
て

◎
債
権
の
放
棄
に
つ
い
て

◎
寄
附
受
入
れ
に
つ
い
て
の
報
告

（
令
和
６
年
１
月
１
日
か
ら
令
和
６
年

４
月
30
日
ま
で
）

◎
定
期
監
査
の
結
果
報
告

（
生
涯
学
習
部
、
会
計
課
、
議
会
事
務

局
、
選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局
、
監
査

委
員
事
務
局
）

◎
例
月
出
納
検
査
の
結
果
報
告

（
１
月
、
２
月
、
３
月
分
）

◎
令
和
５
年
度
工
事
監
査
の
結
果
報
告

◎
浦
安
市
職
員
措
置
請
求(

住
民
監
査

請
求)

の
要
旨
の
送
付
に
つ
い
て

◎
浦
安
市
職
員
措
置
請
求
に
つ
い
て

※令和６年第２回定例会は下記の日程で行われました。

月 

日

曜
日

内　
　
容

６
月
5
日
水

開
会
、

会
期
の
決
定
、

提
案
理
由
の
説
明

13
日
木

会
派
代
表
総
括
質
疑
、

議
案
各
委
員
会
付
託
、

人
事
議
案
審
議

18
日
火
教
育
民
生
常
任
委
員
会

19
日
水
都
市
経
済
常
任
委
員
会

20
日
木
総
務
常
任
委
員
会

25
日
火
一
般
質
問

26
日
水
一
般
質
問

27
日
木

一
般
質
問

委
員
長
報
告
に
対
す
る

質
疑・討
論・採
決
、

発
議
審
議
、閉
会

夏・盆踊り

令
和
６
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
な
ど

15
議
案
を
可
決

市
議
会
議
員
の
長
期
欠
席
に
係
る
議
員
報
酬
及
び

期
末
手
当
の
特
例
に
関
す
る
条
例
を
議
員
発
議
し

全
員
賛
成
で
可
決

　
令
和
６
年
第
２
回
定
例
会
を
、
６
月
５
日
よ
り
６
月
27
日
ま
で
開
催
し
ま
し
た
。

　
今
定
例
会
で
は
、
市
長
か
ら
提
出
の
あ
っ
た
補
正
予
算
２
件
、
条
例
の
一
部
改
正
４
件
、

契
約
の
締
結
１
件
、
契
約
の
変
更
３
件
、
人
事
案
件
２
件
を
審
議
し
、
12
議
案
を
可
決

し
た
ほ
か
、
議
員
発
議
が
３
件
あ
り
可
決
し
ま
し
た
。

第２回定例会
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今
回
の
介
護
・
福
祉
報
酬
改
定

を
、
市
で
は
ど
の
よ
う
に
受
け
止

め
て
い
る
の
か
、
市
が
評
価
し
て
い
る

点
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

　
福
祉
部
長　
令
和
６
年
度
の
障

が
い
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
に
係
る

報
酬
改
定
に
つ
い
て
は
、
職
員
の
処
遇

改
善
の
充
実
や
基
本
報
酬
の
引
上
げ
が

行
わ
れ
る
な
ど
、
全
体
的
に
は
良
質
な

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
向
け
た
働
き
や
す

い
職
場
づ
く
り
に
資
す
る
内
容
で
あ
る

と
捉
え
て
い
る
。
そ
の
一
方
で
、
障
が

い
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
報
酬
区
分
な

ど
の
変
更
の
ほ
か
、
介
護
保
険
サ
ー
ビ

ス
に
お
け
る
一
部
サ
ー
ビ
ス
の
基
本
報

酬
の
引
下
げ
や
減
算
の
追
加
な
ど
も
含

ま
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
今
後
、
関
係

す
る
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
へ
の
影
響
を
注

視
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

介
護
・
福
祉
事
業
に
つ

介
護
・
福
祉
事
業
に
つ

い
て
い
て

末
益
隆
志

（
か
が
や
く
み
ら
い
）

問答

　
小
学
生
家
庭
の
保
護
者
が
学
区

の
中
学
校
を
知
る
機
会
は
、
秋
の

学
校
公
開
時
期
の
み
で
あ
る
が
、
そ
れ

よ
り
も
早
い
時
期
に
中
学
校
の
様
子
を

知
る
機
会
が
欲
し
い
と
い
う
需
要
を
認

識
し
て
い
る
の
か
、
ま
た
、
ど
の
よ
う

な
把
握
を
し
て
い
る
の
か
伺
い
た
い
。

　
教
育
総
務
部
長　
例
年
10
月
に

各
中
学
校
に
お
い
て
、
６
年
生
の

保
護
者
を
対
象
に
学
校
公
開
期
間
を
設

け
て
い
る
。
そ
の
主
な
目
的
は
、
入
学

前
の
保
護
者
が
授
業
や
学
校
の
様
子
を

参
観
す
る
こ
と
で
、
入
学
へ
の
見
通
し

を
持
ち
、
準
備
を
進
め
ら
れ
る
よ
う
に

す
る
こ
と
に
あ
る
。

　
中
学
校
へ
の
進
学
に
対
し
、
具
体
的

な
実
感
を
伴
っ
て
視
野
に
入
る
時
期
で

の
実
施
が
最
も
効
果
的
と
考
え
る
た
め
、

10
月
の
公
開
と
し
て
い
る
。

学
齢
期
の
こ
ど
も
た
ち
の

学
齢
期
の
こ
ど
も
た
ち
の

育
ち
を
支
え
る
た
め
に

育
ち
を
支
え
る
た
め
に

田
村
李
瑠

（
無
会
派
）

問答

　
市
は
Ｐ
Ｔ
Ａ
の
活
動
が
園
や
学

校
で
ど
の
よ
う
な
役
割
を
担
っ
て
い

て
、
ど
れ
ほ
ど
園
児
、
児
童
・
生
徒
に
と

っ
て
重
要
で
あ
る
か
を
ど
の
よ
う
に
認
識

し
て
い
る
の
か
伺
い
た
い
。

　
副
市
長　
Ｐ
Ｔ
Ａ
は
社
会
教
育

法
第
10
条
に
規
定
す
る
社
会
教
育

団
体
で
あ
り
、
各
学
校
等
で
保
護
者
と
教

職
員
に
よ
っ
て
組
織
さ
れ
る
も
の
で
あ
る

が
、
市
内
の
Ｐ
Ｔ
Ａ
に
は
、
こ
れ
ま
で
も

各
園
や
小
・
中
学
校
に
お
い
て
イ
ベ
ン
ト

の
企
画
や
運
営
を
は
じ
め
教
育
活
動
に
係

る
行
事
な
ど
の
サ
ポ
ー
ト
を
し
て
い
た
だ

い
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な

こ
と
か
ら
、
園
や
学
校
に
お
い
て
は
、
子

ど
も
た
ち
の
学
び
や
成
長
を
支
援
す
る
役

割
を
果
た
し
て
い
た
だ
い
て
い
る
も
の
と

市
と
し
て
は
捉
え
て
い
る
。

Ｐ
Ｔ
Ａ
に
つ
い
て

Ｐ
Ｔ
Ａ
に
つ
い
て

工
藤
由
紀
子

（
か
が
や
く
み
ら
い
）

問答

　
市
民
ま
つ
り
終
了
後
に
契
約
書

の
開
示
請
求
を
行
っ
た
と
こ
ろ
、

市
民
ま
つ
り
に
関
す
る
契
約
書
は
作
成

ま
た
は
取
得
し
て
い
な
い
と
い
う
理
由

で
、
不
存
在
決
定
に
な
っ
た
。

　
こ
の
よ
う
な
補
助
事
業
は
、
契
約
書

の
作
成
義
務
と
い
う
も
の
は
あ
る
の
か

な
い
の
か
、
な
い
と
し
た
場
合
、
そ
の

根
拠
を
伺
い
た
い
。

　
市
民
経
済
部
長　
市
民
ま
つ
り

実
行
委
員
会
は
任
意
団
体
で
あ
り
、

契
約
に
つ
い
て
は
民
法
が
適
用
さ
れ
、

民
法
第
５
２
２
条
第
１
項
及
び
第
２
項

で
は
、
契
約
の
申
込
み
に
対
し
て
そ
の

相
手
方
が
承
諾
し
た
と
き
に
成
立
す
る

と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
法
令
に
特

別
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
書
面

で
の
作
成
を
要
し
な
い
こ
と
と
な
っ
て

い
る
。

問
市
民
ま
つ
り
の
実
態
に

市
民
ま
つ
り
の
実
態
に

つ
い
て

つ
い
て

答

広
瀬
明
子

（
無
会
派
）

　
観
光
業
は
大
切
で
あ
る
が
、
本

市
に
根
づ
い
た
市
内
の
個
人
事
業

主
や
小
規
模
事
業
主
に
こ
そ
、
重
点
的

な
支
援
や
、
強
い
地
域
経
済
の
基
盤
づ

く
り
、
活
性
化
が
重
要
で
あ
る
と
考
え

て
い
る
が
、
市
の
考
え
を
伺
い
た
い
。

　
市
民
経
済
部
長　
コ
ロ
ナ
禍
を

経
て
業
績
が
回
復
傾
向
に
あ
る
企

業
が
多
い
中
、
市
内
事
業
者
の
経
営
基

盤
の
底
上
げ
、
地
域
経
済
活
性
化
の
た

め
に
は
、
市
の
産
業
振
興
ビ
ジ
ョ
ン
の

基
本
目
標
で
掲
げ
た
「
時
代
に
対
応
し

た
地
場
産
業
の
振
興
」、「
魅
力
あ
ふ
れ

る
観
光
の
振
興
」、「
産
業
を
支
え
る
人

材
の
育
成
・
確
保
」、「
産
業
基
盤
の
強

化
」、こ
れ
ら
を
達
成
す
る
た
め
、
引
き

続
き
様
々
な
施
策
を
進
め
て
い
く
こ
と

が
重
要
で
あ
る
と
考
え
る
。

デ
ジ
タ
ル
地
域
通
貨
に

デ
ジ
タ
ル
地
域
通
貨
に

つ
い
て

つ
い
て

広
田
尚
大

（
市
民
維
新
の
会
）

問答

　
本
市
に
お
い
て
、
今
年
の
４
月

か
ら
導
入
さ
れ
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
・
ス
ク
ー
ル
で
あ
る
が
、
地
域
と
と

も
に
あ
る
学
校
づ
く
り
に
つ
い
て
、
本

市
が
目
指
す
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー

ル
と
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
伺
い
た
い
。

　
教
育
長　
本
市
に
お
い
て
は
、

学
校
と
地
域
が
連
携
す
る
中
で
、

学
校
の
運
営
の
み
な
ら
ず
、
学
校
が
地

域
の
よ
り
ど
こ
ろ
と
な
り
、
学
校
を
核

と
し
た
地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
形
成

さ
れ
、
学
校
を
取
り
巻
く
地
域
の
課
題

解
決
に
取
り
組
む
よ
う
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
・
ス
ク
ー
ル
を
目
指
し
た
い
と
考
え

て
い
る
。

　
そ
の
た
め
、
一
般
的
に
設
置
す
る
学

校
運
営
協
議
会
を
、
本
市
で
は
学
校
地

域
連
携
運
営
協
議
会
と
し
て
い
る
と
こ

ろ
で
あ
る
。

問
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー

ル
推
進
事
業
に
つ
い
て

ル
推
進
事
業
に
つ
い
て

答

橋
爪
雄
輔

（
自
由
民
主
党
・

緑
風
会
）

　
人
口
戦
略
会
議
で
は
、本
市
の

20
歳
か
ら
39
歳
の
若
年
女
性
人
口

が
２
０
５
０
年
ま
で
に
約
６
割
減
少
す

る
と
予
測
し
て
い
る
。ま
た
、本
市
の

合
計
特
殊
出
生
率
は
２
０
１
８
年
か
ら

２
０
２
２
年
の
期
間
で
県
内
ワ
ー
ス
ト

３
位
で
あ
る
。本
市
特
有
の
事
情
や
要

因
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

　
市
長　
令
和
４
年
の
千
葉
県
人

口
動
態
統
計
で
は
、年
齢
別
出
産

数
は
25
歳
か
ら
39
歳
で
約
９
割
を
占
め
、

合
計
特
殊
出
生
率
は
、15
歳
か
ら
49
歳

ま
で
の
年
齢
別
出
生
率
を
合
計
し
た
も

の
だ
が
、本
市
の
令
和
４
年
度
の
人
口

動
態
で
は
、15
歳
か
ら
24
歳
で
の
転
入

が
多
い
も
の
の
出
産
数
が
多
い
年
齢
層

で
あ
る
25
歳
以
降
で
は
転
出
超
過
に
転

じ
る
た
め
、結
果
と
し
て
出
生
率
が
低

く
算
出
さ
れ
て
い
る
も
の
と
考
え
る
。

問
将
来
に
向
け
た
人
口
戦

将
来
に
向
け
た
人
口
戦

略
に
つ
い
て

略
に
つ
い
て

答

川
野
辺
則
章

（
立
憲
民
主
党
）

　
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
法
改

正
に
つ
い
て
、
本
市
は
令
和
５
年

３
月
に
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
方
針

を
策
定
し
、
そ
の
後
ど
の
よ
う
な
体
制

で
進
め
て
い
る
の
か
現
状
を
伺
い
た
い
。

　
市
長　
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ

ト
を
推
進
す
る
た
め
に
は
、
市
、

ま
た
貸
主
、
不
動
産
関
係
団
体
及
び
居

住
支
援
団
体
な
ど
の
関
係
者
間
の
密
接

な
連
携
や
協
力
が
不
可
欠
で
あ
る
と
考

え
て
い
る
。

　
市
で
は
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の

推
進
に
あ
た
り
、
方
針
策
定
後
も
千
葉

県
を
は
じ
め
関
係
機
関
と
連
携
す
る
と

と
も
に
、
庁
内
に
お
い
て
も
関
係
各
課

が
連
携
を
図
り
な
が
ら
施
策
・
事
業
に

取
り
組
む
こ
と
で
、
住
宅
確
保
要
配
慮

者
が
安
心
し
て
居
住
で
き
る
環
境
の
整

備
に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

問
安
心
で
住
み
続
け
ら
れ
る
浦

安
心
で
住
み
続
け
ら
れ
る
浦

安
の
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て

安
の
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て

答

中
村
理
香
子

（
公
明
党
）

　
本
年
１
月
１
日
に
発
生
し
た
震

度
７
ク
ラ
ス
の
巨
大
地
震
で
、
能

登
地
方
は
甚
大
な
被
害
に
見
舞
わ
れ
た
。

　
そ
の
よ
う
な
中
、
各
自
治
体
が
所
有

す
る
機
材
、
備
品
等
を
現
地
に
職
員
が

持
っ
て
い
き
助
け
合
い
を
し
て
お
り
、

キ
ャ
ン
ピ
ン
グ
カ
ー
、
ト
イ
レ
ト
レ
ー

ラ
ー
、
キ
ッ
チ
ン
カ
ー
、
こ
う
い
っ
た

も
の
に
つ
い
て
、
今
回
の
能
登
地
震
で

は
、
自
治
体
な
い
し
は
民
間
が
全
部
持

ち
出
し
で
支
援
を
し
て
い
る
。

　
有
事
の
際
、
当
市
が
被
災
自
治
体
に

提
供
可
能
な
、
か
つ
移
動
可
能
な
施

設
・
設
備
・
車
両
等
に
つ
い
て
伺
い
た

い
。　

総
務
部
長　
本
市
に
お
い
て
、

被
災
自
治
体
に
提
供
で
き
る
移
動

可
能
な
施
設
・
設
備
に
つ
い
て
は
、
現

在
保
有
し
て
い
な
い
。

問
大
規
模
災
害
発
生
時
の

大
規
模
災
害
発
生
時
の

体
制
に
つ
い
て

体
制
に
つ
い
て

答

水
野
　

実

（
市
民
維
新
の
会
）

　
障
害
者
差
別
解
消
法
や
本
市
の

条
例
の
認
知
度
を
高
め
る
啓
発
活

動
に
つ
い
て
、
ま
た
啓
発
活
動
か
ら
得

ら
れ
た
成
果
及
び
見
え
て
き
た
課
題
に

つ
い
て
伺
い
た
い
。

　
福
祉
部
長　
障
害
者
差
別
解
消

法
や
市
条
例
の
認
知
度
を
高
め
る

た
め
、
昨
年
12
月
の
障
が
い
者
週
間
に

合
わ
せ
、
障
が
い
を
理
由
と
す
る
差
別

の
解
消
の
促
進
に
つ
い
て
周
知
・
啓
発

を
行
っ
た
。
ま
た
、
令
和
６
年
４
月
か

ら
民
間
事
業
者
に
お
け
る
合
理
的
配
慮

の
提
供
が
義
務
化
さ
れ
る
に
あ
た
り
、

理
解
促
進
の
た
め
の
研
修
会
を
開
催
し

た
。
課
題
と
し
て
は
、
特
に
民
間
事
業

者
に
対
し
、
引
き
続
き
理
解
促
進
を
図

っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
お
り
、

今
後
も
障
が
い
者
差
別
解
消
に
向
け
た

周
知
・
啓
発
に
努
め
て
い
き
た
い
。

共
生
社
会
の
実
現
に
つ

共
生
社
会
の
実
現
に
つ

い
て
い
て

上
野
賢
一

（
公
明
党
）

問答

　
舞
浜
駅
周
辺
整
備
の
課
題
認
識
、

必
要
性
と
事
業
化
に
向
け
た
意
気

込
み
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

　
市
長　
こ
れ
ま
で
南
口
の
暫
定

タ
ー
ミ
ナ
ル
の
整
備
や
舞
浜
歩
道

橋
の
新
設
等
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、

基
礎
調
査
の
実
施
な
ど
に
よ
り
継
続
的

に
検
討
し
て
き
た
が
、
コ
ロ
ナ
禍
で
そ

の
中
断
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
。
コ
ロ
ナ

禍
を
経
た
今
、
本
市
の
さ
ら
な
る
に
ぎ

わ
い
や
魅
力
が
高
ま
っ
て
い
く
こ
と
が

期
待
さ
れ
る
中
、
舞
浜
駅
周
辺
地
区
で

の
整
備
の
実
現
に
向
け
、
関
係
機
関
と

協
議
し
な
が
ら
、
交
通
結
節
点
機
能
の

分
担
、
本
市
の
魅
力
を
発
信
す
る
新
た

な
場
の
創
出
、
生
活
利
便
施
設
の
在
り

方
を
検
討
し
、
住
民
と
、
ま
た
来
訪
さ

れ
る
方
、
双
方
に
配
慮
し
た
機
能
強
化

に
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
。

問
舞
浜
地
区
の
今
後
に
つ

舞
浜
地
区
の
今
後
に
つ

い
て
い
て

答

西
川
嘉
純

（
自
由
民
主
党
・　

 

緑
風
会
）

一 般 質 問
　今定例会では、６月25・26・27日の３日間にわたり、13人の議
員が質問し、市政全般に対して活発な論議を展開しました。
　ここでは、質問者順にその一部を掲載いたします。

　
市
民
が
ど
の
よ
う
な
が
ん
で
亡

く
な
る
の
か
、
そ
の
傾
向
と
対
策

に
つ
い
て
、
市
民
に
ど
の
よ
う
な
周

知
・
啓
発
を
し
て
い
る
の
か
伺
い
た
い
。

　
健
康
こ
ど
も
部
長　
千
葉
県
衛

生
統
計
に
よ
る
本
市
の
が
ん
の
死

因
順
位
は
、
令
和
２
年
か
ら
４
年
ま
で

の
３
年
間
で
、
１
位
が
肺
が
ん
、
２
位

が
膵
臓
が
ん
、
３
位
が
胃
が
ん
と
な
っ

て
い
る
。
傾
向
と
し
て
は
、
肺
が
ん
、

胃
が
ん
は
減
少
し
て
い
る
も
の
の
、
膵

臓
が
ん
が
令
和
３
年
か
ら
４
年
に
か
け

て
増
加
し
て
い
る
。
本
市
で
は
部
位
別

の
が
ん
検
診
を
実
施
し
、
早
期
発
見
・

早
期
治
療
に
つ
な
が
る
よ
う
努
め
て
い

る
ほ
か
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
、
が

ん
予
防
に
関
す
る
知
識
の
普
及
・
啓
発

を
図
っ
て
お
り
、
学
校
の
授
業
で
も
学

習
の
機
会
を
設
け
て
い
る
。

問
命
を
守
る
が
ん
対
策
の

命
を
守
る
が
ん
対
策
の

推
進
に
つ
い
て

推
進
に
つ
い
て

答

一
瀬
健
二

（
公
明
党
）

　

市
制
施
行
の
記
念
碑
「
明
日

へ
」
は
、
ど
の
よ
う
な
経
緯
で
撤

去
さ
れ
、
ど
こ
に
、
い
つ
、
ど
の
期
間

保
管
さ
れ
て
い
た
の
か
、
ど
の
よ
う
な

判
断
な
の
か
、
決
定
を
下
し
た
の
は
誰

な
の
か
、
ど
の
よ
う
に
廃
棄
さ
れ
て
い

る
の
か
、
伺
い
た
い
。

　
総
務
部
長　
平
成
25
年
に
新
庁

舎
の
建
設
を
計
画
す
る
中
で
、
記

念
碑
の
設
置
場
所
が
建
設
予
定
地
に
当

た
っ
た
こ
と
か
ら
、
記
念
碑
の
所
有
者

で
あ
る
市
が
弁
護
士
に
相
談
し
た
上
で

取
壊
し
の
判
断
を
し
た
も
の
で
あ
る
。

　
そ
の
後
、
新
庁
舎
建
設
工
事
の
開
始

時
期
に
合
わ
せ
、
平
成
26
年
３
月
に
旧

東
野
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
へ
移
設
し
一

時
保
管
し
、
平
成
30
年
３
月
に
、
同
給

食
セ
ン
タ
ー
の
解
体
と
と
も
に
廃
棄
し

た
も
の
で
あ
る
。

問
市
制
施
行
記
念
碑

市
制
施
行
記
念
碑

「
明
日
へ
」に
つ
い
て

「
明
日
へ
」に
つ
い
て

答

美
勢
麻
里

（
無
会
派
）
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請願の審査結果

不採択とされたもの

令和６年
請願第２号

「契約に関わる統計の整備
を求める」請願

※ 

定
例
会
の
予
定
は
、
議
会
運
営
委
員
会

で
決
定
さ
れ
る
た
め
、
変
更
と
な
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。
決
定
さ
れ
た
日
程
は
、

市
役
所
や
公
民
館
等
に
掲
示
し
、
市
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も
公
開
し
ま
す
。

令和６年 第３回定例会の予定
月 

日
曜
日

内　
　
容

９
月 

 

４
日
水
議
会
運
営
委
員
会

６
日
金
本
会
議

（
提
案
理
由
の
説
明
）

13
日
金
本
会
議

（
会
派
代
表
総
括
質
疑
）

17
日
火
都
市
経
済
常
任
委
員
会

18
日
水
総
務
常
任
委
員
会

19
日
木
教
育
民
生
常
任
委
員
会

25
日
水
本
会
議（
一
般
質
問
）

26
日
木
本
会
議（
一
般
質
問
）

27
日
金
本
会
議（
一
般
質
問
）

30
日
月
本
会
議（
一
般
質
問
）

10
月 

 

１
日
火
本
会
議（
一
般
質
問
）

（
質
疑・討
論・採
決
）

会 派 代 表会 派 代 表
総 括 質 疑総 括 質 疑

　今定例会では、６月13日の本会議において、1人の議員が会派を
代表して質疑を行いました。
　ここでは、質疑及びその答弁の要旨について、掲載いたします。

自
由
民
主
党
・
緑
風
会

自
由
民
主
党
・
緑
風
会

専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に
つ

い
て
（
市
税
条
例
の
一
部
改
正
）

　
改
正
内
容
の
主
な
も
の
と
、
改

正
に
伴
う
市
税
へ
の
影
響
に
つ
い

て
伺
い
た
い
。

　
財
務
部
長　
令
和
６
年
度
の
税

制
改
正
に
よ
る
地
方
税
法
の
一
部

改
正
に
伴
い
、
能
登
半
島
地
震
災
害
に

係
る
雑
損
控
除
等
の
特
例
や
個
人
市
民

税
の
特
別
税
額
控
除
の
創
設
、
ま
た
固

定
資
産
税
の
負
担
調
整
措
置
の
延
長
な

ど
で
あ
る
。
市
税
へ
の
影
響
と
し
て
特

別
税
額
控
除
の
減
収
が
考
え
ら
れ
る
が
、

減
収
分
は
国
か
ら
の
地
方
特
例
交
付
金

で
全
額
補
塡
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
今
回

の
改
正
分
で
の
市
税
へ
の
影
響
は
現
状

な
い
も
の
と
考
え
て
い
る
。

専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に
つ

い
て
（
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部

改
正
）

　
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額

の
改
正
を
行
っ
た
理
由
を
伺
い
た

い
。
ま
た
、
こ
の
制
度
改
正
の
内
容
の

被
保
険
者
へ
の
周
知
方
法
と
、
課
税
額

の
改
正
に
よ
る
市
財
政
へ
の
影
響
に
つ

い
て
伺
い
た
い
。

　
健
康
こ
ど
も
部
長　
令
和
６
年

３
月
に
地
方
税
法
施
行
令
が
改
正

さ
れ
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額

に
係
る
課
税
限
度
額
が
引
き
上
げ
ら
れ

た
。
こ
れ
は
、
高
齢
化
等
に
よ
り
医
療

費
が
増
加
す
る
中
で
、
中
間
所
得
層
の

負
担
増
に
配
慮
し
な
が
ら
保
険
給
付
に

必
要
な
収
入
を
確
保
し
よ
う
と
す
る
も

の
で
あ
り
、
本
市
と
し
て
も
同
様
の
考

え
の
下
に
国
民
健
康
保
険
税
条
例
を
改

正
し
、
地
方
税
法
施
行
令
に
合
わ
せ
た

上
限
額
の
引
上
げ
を
行
う
こ
と
と
し
た

も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
被
保
険
者
へ
の

条
例
改
正
の
周
知
の
方
法
は
、
市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
の
ほ
か
、
今
後
、

広
報
う
ら
や
す
の
紙
面
へ
の
掲
載
や
納

税
通
知
書
に
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
同
封
し

て
お
知
ら
せ
す
る
予
定
で
あ
る
。
な
お
、

今
回
の
課
税
限
度
額
の
引
上
げ
に
よ
る

市
財
政
へ
の
影
響
額
は
、
約
１
千
万
円

の
税
収
増
を
見
込
ん
で
お
り
、
こ
れ
に

よ
り
、
一
般
会
計
か
ら
の
赤
字
補
塡
目

的
の
繰
入
金
を
同
額
減
少
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
も
の
で
あ
る
。

問問 答答

　今定例会で、所管の委員会に付託された各議案は、６月18日の教育
民生常任委員会、６月19日の都市経済常任委員会、６月20日の総務常
任委員会でそれぞれ審査しました。
　ここでは、主な議案の質疑およびその答弁の要旨について、掲載い
たします。

各常任委員会各常任委員会のの
審審　査査　かか　らら

総
務
常
任
委
員
会

総
務
常
任
委
員
会

専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に
つ

い
て
（
市
税
条
例
の
一
部
改
正
）

　
令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
災
害

に
係
る
雑
損
控
除
額
等
の
特
例
に

つ
い
て
、
現
時
点
で
こ
の
特
例
を
使
い

た
い
と
い
う
方
か
ら
の
申
請
が
あ
る
の

か
伺
い
た
い
。

　
令
和
６
年
度
当
初
課
税
に
お
い

て
対
象
者
は
ゼ
ロ
と
な
っ
て
い
る
。

　
対
象
と
な
る
方
に
対
し
て
の
周

知
の
方
法
を
伺
い
た
い
。

　
令
和
６
年
中
に
石
川
県
と
富
山

県
か
ら
転
入
さ
れ
た
方
に
つ
い
て

は
、
雑
損
控
除
が
考
え
ら
れ
る
が
、
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
周
知
し
て
い
き
た
い
。

　
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
広
報
へ
の
記

載
の
ほ
か
に
周
知
の
方
法
は
考
え

ら
れ
な
い
の
か
伺
い
た
い
。

　
雑
損
控
除
に
つ
い
て
は
、
所
得

税
の
確
定
申
告
を
す
る
の
が
原
則

で
あ
り
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
は
、
国
税

局
の
リ
ン
ク
を
張
っ
た
も
の
を
用
意
し

て
い
る
が
、
細
か
い
部
分
に
つ
い
て
も
、

今
後
、
周
知
し
て
い
き
た
い
。

一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

　
財
政
調
整
基
金
か
ら
の
繰
入
金

１
億
５
７
０
２
万
円
の
増
額
に
つ

い
て
、
財
政
調
整
基
金
の
残
高
は
71
億

８
千
万
円
だ
と
認
識
し
て
い
る
が
、
将

来
的
な
財
政
調
整
基
金
の
適
正
水
準
を

維
持
す
る
た
め
に
、
事
業
を
選
定
す
る

上
で
の
基
準
や
指
針
、
ル
ー
ル
な
ど
が

あ
る
の
か
伺
い
た
い
。

　
財
政
調
整
基
金
の
適
正
な
額
と

い
う
と
こ
ろ
で
は
、
市
の
健
全
な

財
政
運
営
に
関
す
る
条
例
に
お
い
て
、

年
度
間
の
財
政
調
整
や
災
害
復
旧
な
ど

に
対
応
す
る
た
め
、
一
定
の
年
度
末
残

高
の
確
保
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
し
て
お
り
、
そ
の
基
準
で
50
億
円
を

下
回
ら
な
い
よ
う
に
努
め
て
い
る
。

　
そ
れ
を
踏
ま
え
て
、
予
算
編
成
の
中

で
は
歳
入
の
確
保
は
も
と
よ
り
、
既
存

の
事
業
等
見
直
し
を
行
い
、
50
億
円
を

下
回
ら
な
い
よ
う
に
し
て
い
き
た
い
と

考
え
て
い
る
。

教
育
民
生
常
任
委
員
会

教
育
民
生
常
任
委
員
会

専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に
つ

い
て
（
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部

改
正
）

　
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額

が
２
万
円
上
が
る
な
ど
の
内
容
だ

が
、
市
内
の
対
象
世
帯
数
と
金
額
を
伺

い
た
い
。

　
課
税
限
度
額
の
引
上
げ
に
影
響

を
受
け
る
世
帯
は
、
５
４
６
世
帯

か
ら
、
改
正
後
で
は
４
８
５
世
帯
と
な

り
、
61
世
帯
の
減
少
を
見
込
ん
で
い
る
。

ま
た
、
軽
減
措
置
の
対
象
世
帯
は
、
５

割
軽
減
の
対
象
世
帯
が
１
４
４
５
世
帯

で
、
33
世
帯
の
増
加
と
な
り
、
２
割
軽

減
対
象
の
世
帯
は
１
３
８
７
世
帯
で
、

14
世
帯
の
増
加
を
見
込
ん
で
い
る
。

一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

　
福
祉
相
談
デ
ジ
タ
ル
技
術
活
用

事
業
は
、
相
談
員
の
相
談
記
録
票

な
ど
の
作
業
負
担
軽
減
等
、
相
談
支
援

業
務
の
質
を
確
保
す
る
た
め
、
紙
ベ
ー

ス
で
運
用
さ
れ
て
い
る
運
用
か
ら
、
一

連
の
業
務
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
推
進
す
る

こ
と
に
な
る
が
、
シ
ス
テ
ム
導
入
に
よ

る
効
果
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

　
導
入
の
効
果
は
、
ガ
イ
ダ
ン
ス

機
能
に
よ
っ
て
相
談
員
に
メ
ッ
セ

ー
ジ
を
教
え
る
こ
と
に
よ
り
、
経
験
が

浅
い
相
談
員
で
あ
っ
た
と
し
て
も
、
的

確
な
相
談
、
質
の
高
い
相
談
が
で
き
る

と
い
う
こ
と
、
も
う
一
つ
は
、
相
談
記

録
な
ど
の
時
間
の
削
減
が
で
き
る
と
さ

れ
て
い
る
。

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
ワ
ク
チ

ン
予
防
接
種
事
業
は
、
対
象
に
な

る
方
に
対
し
、
市
の
助
成
額
５
千
円
、

自
己
負
担
額
２
千
円
と
し
て
定
期
予
防

接
種
を
実
施
す
る
と
し
て
お
り
、
対
象

人
数
３
万
３
４
０
０
人
に
対
し
て
接
種

率
65
％
で
、
２
万
１
７
０
０
人
と
見
込

ん
で
い
る
が
、
こ
の
65
％
の
根
拠
に
つ

い
て
伺
い
た
い
。

　
令
和
６
年
４
月
１
日
現
在
の
対

象
者
約
３
万
３
４
０
０
人
に
対
し
、

対
象
者
が
同
じ
で
あ
る
高
齢
者
イ
ン
フ

ル
エ
ン
ザ
の
過
去
３
年
間
の
平
均
接
種

率
65
％
の
実
績
や
、
過
去
の
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
接
種
の
65
歳
以

上
の
３
回
分
の
平
均
接
種
率
67
％
を
勘

案
し
想
定
し
た
も
の
で
あ
る
。

都
市
経
済
常
任
委
員
会

都
市
経
済
常
任
委
員
会

一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

　
都
市
整
備
企
画
調
整
事
業
、
テ

ー
マ
パ
ー
ク
拡
張
に
伴
う
影
響
調

査
事
業
１
１
５
０
万
円
の
内
訳
を
伺
い

た
い
。

　
調
査
の
基
礎
デ
ー
タ
整
理
と
し

て
約
１
０
０
万
円
、
新
エ
リ
ア
開

業
後
の
交
通
影
響
分
析
と
し
て
１
０
０

万
円
、
人
流
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
来
街

者
属
性
や
人
流
分
析
に
約
３
５
０
万
円
、

そ
の
他
人
流
デ
ー
タ
調
達
費
と
し
て
約

５
０
０
万
円
に
消
費
税
等
を
加
味
し
た

も
の
で
あ
る
。

計
画
事
業
土
地
区
画
整
理
事
業
施
行
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定

　
清
算
金
の
分
割
徴
収
の
利
率
に

つ
い
て
の
改
正
で
あ
る
が
、
条
例

改
正
案
が
可
決
さ
れ
た
場
合
、
可
決
前

か
ら
継
続
し
て
い
る
土
地
区
画
整
理
事

業
に
つ
い
て
は
、
ど
の
よ
う
な
利
率
が

採
用
さ
れ
る
の
か
伺
い
た
い
。

　
今
、
実
際
こ
の
浦
安
の
土
地
区

画
整
理
事
業
で
継
続
し
て
い
る
事

業
は
な
い
が
、
あ
く
ま
で
も
上
限
に
つ

い
て
の
利
率
で
あ
っ
て
、
実
際
に
支
払

う
と
き
の
利
率
は
、
ま
た
別
で
定
め
ら

れ
て
い
る
た
め
、
変
わ
る
も
の
は
特
に

は
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
清
算
す
る
場
合
の
実
際
に
支
払

う
利
率
は
別
で
定
め
ら
れ
て
い
る

と
の
こ
と
だ
が
、
ど
う
い
っ
た
取
決
め

の
中
で
な
さ
れ
て
い
る
の
か
伺
い
た
い
。

　
施
行
規
則
の
中
で
分
割
徴
収
す

る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
財
政
融
資

資
金
に
よ
る
貸
付
金
に
適
用
さ
れ
る
法

定
利
率
を
適
用
す
る
と
い
う
こ
と
が
う

た
わ
れ
て
い
る
。

　
現
在
は
年
３
％
程
度
の
利
率
だ

と
い
う
こ
と
で
い
い
の
か
伺
い
た

い
。　

あ
く
ま
で
も
上
限
の
利
率
で
あ

り
、
令
和
５
年
４
月
１
日
か
ら
令

和
８
年
３
月
31
日
ま
で
の
法
定
利
率
の

上
限
が
３
％
に
な
っ
て
い
る
。

　
清
算
金
及
び
分
割
徴
収
の
対
象

者
は
ど
れ
く
ら
い
か
伺
い
た
い
。

　
市
が
清
算
金
を
徴
収
す
る
権
利

者
数
は
22
人
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
、

分
割
で
納
付
を
す
る
権
利
者
数
は
22
人

で
あ
る
。

問問 答答答答

問問問問問 答答答答答

問問問 答答答

問問
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本
号
は
、
第
２
回
定
例
会
に
つ
い
て

編
集
を
い
た
し
ま
し
た
。

　
お
気
づ
き
の
点
や
ご
意
見
が
ご
ざ
い

ま
し
た
ら
、
左
記
ま
で
お
知
ら
せ
く
だ

さ
い
。

　
浦
安
市
猫
実
一
丁
目
１
番
１
号

　
浦
安
市
議
会
事
務
局

☎
０
４
７
（
７
１
２
）
６
７
８
８

FAX
０
４
７
（
３
５
１
）
１
１
４
０

う
ら
や
す
議
会
だ
よ
り
編
集
委
員
会

委
員
長　
　
　
上
野　
賢
一

副
委
員
長　
　
深
津　
徳
則

　
毎
田　
潤
子　
　
斉
藤　
　
哲

　
川
野
辺
則
章　
　
橋
爪　
雄
輔

　
工
藤
由
紀
子　
　
広
田　
尚
大

ようこそ浦安市議会へ
令和６年４月１日から令和６年７月31日までの間に、本市の施策等について他市の議会が行政視察に訪れました。
４／４　千葉県議会 明海南小学校及び明海中学校の取り組みについて
４／30　千葉県議会 特別養護老人ホームの現状について
５／９　富山県高岡市議会 液状化被害からの復旧・復興について
５／10　山梨県南アルプス市議会 防災街区整備地区計画について
７／１　千葉県市川市議会 屋内水泳プールについて
７／10　埼玉県川口市議会 小学校のクーラー・エレベーターの設置、小学校の給食について
７／11　福井県鯖江市議会 保育ママについて、病児・病後児保育について、給食費の無償化について
７／17　大阪府堺市議会 県立特別支援学校誘致について
７／25　岐阜県羽島郡町村議会議長会 液状化被害とその対応策について

◇ 可決した発議・意見書 ◇
浦安市議会議員の長期欠席等に係る議員報酬及び期末手当の特例に関する条例

　（趣旨）
　第1条　この条例は、議員の職責及び議会への市民の信頼の確保の重要性に鑑み、議員が長期欠席等をした場合における、浦安市議会議員の議員報酬及び
費用弁償等に関する条例（昭和31年条例第10号。以下「議員報酬条例」という。）に規定する当該議員の議員報酬及び期末手当に関し特例を定めるものとす
る。
　（定義）
　第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（1）　会議等　浦安市議会定例会及び臨時会の本会議、全員協議会、浦安市議会委員会条例（昭和56年条例第5号）に定める常任委員会、議会運営委員会
及び特別委員会、浦安市議会会議規則（昭和56年浦安市議会規則第1号）第167条に規定する議員の派遣並びに同規則第106条に規定する委員の派遣をいう。
（2）　長期欠席　議員が疾病その他の事由により市議会の会議等を欠席した日から市議会の会議等に出席した日の前日までの期間で、当該期間が90日を超
えるものをいう。
　（届出）
　第3条　議員は、長期欠席をすることとなったときは、その旨を議長に届け出なければならない。この場合において、議員自らが届け出ることができない
ときは、当該議員の代理人が届け出るものとする。
　2　議員は、前項の規定による届出後に長期欠席の期間を終え、又は終える見込みとなったときは、その旨を議長に届け出なければならない。この場合に
おいて、議員自らが届け出ることができないときは、当該議員の代理人が届け出るものとする。
　3　議長は、前2項の規定による届出があったときは、これを認定し、必要と認める場合は、医師が記載した証明書等を求めることができるものとする。
　（議員報酬の減額）
　第4条　議員が長期欠席した場合の議員報酬は、議員報酬条例第2条に規定する職に応じた議員報酬の月額に、次の表の左欄に掲げる長期欠席の期間に応
じ、同表の右欄に掲げる減額割合を乗じて得た額を減額して支給するものとする。

　2　前項の規定は、長期欠席の期間が90日を経過する日の翌日から長期欠席の期間が終了する日までの期間に係る議員報酬について適用するものとする。
　3　前2項の規定により議員報酬を減額して支給する期間内に1月に満たない日数の月があるときは、その月分の議員報酬は、日割計算により減額して支給
するものとする。
　4　前項の日割計算の方法は、議員報酬の月額に減額を要する日数を乗じ、これをその月の現日数で除した額に第1項に規定する減額割合を乗ずるものと
する。
　5　第1項及び第2項の規定により議員報酬を減額して支給する場合において、第1項の表の左欄に掲げる長期欠席の期間が月の途中で変更となるときは、
その月分の議員報酬は、第1項の表の左欄に掲げる長期欠席の期間に応じ、同表の右欄に掲げる減額割合を乗じて得た額を日割計算により減額して支給する
ものとする。
　6　前項の日割計算の方法は、第1項の表の左欄に掲げる長期欠席の期間に応じ、それぞれ議員報酬の月額に減額を要する日数を乗じ、これをその月の現
日数で除した額に同表の右欄に掲げる減額割合を乗じて得た額を合計するものとする。
　7　第1項及び第2項の長期欠席の期間は、市議会の会議等を欠席した日又は長期欠席届出書の届出のあった日のいずれか早い日から、市議会の会議等に出
席した日又は復帰届出書の届出のあった日のいずれか早い日の前日までとする。
　（期末手当の減額）
　第5条　6月1日及び12月1日（以下この条例においてこれらの日を「基準日」という。）のそれぞれ前6月以内の期間において、前条の規定により議員報
酬を減額して支給された月があるときの期末手当は、議員報酬条例に規定する期末手当の額に、基準日（基準日において長期欠席の期間が終了しているとき
は、その終了の日）における前条第1項の表の左欄に掲げる長期欠席の期間に応じ、同表の右欄に掲げる減額割合を乗じて得た額を減額して支給するものと
する。
　（適用除外）
　第6条　次に掲げる事由により議員が会議等を欠席した場合は、当該欠席期間は、長期欠席の期間に含めない。
　（1）　千葉県市町村非常勤職員公務災害補償等に関する条例（昭和44年千葉県市町村総合事務組合条例第14号）により認定された公務上の災害又は通勤
による災害
　（2）　議員の出産（出産予定日以前6週間目（多胎妊娠の場合にあっては、14週間目）に当たる日から出産の日後8週間を経過する日までの期間内に限
る。）
　（3）　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第18条第1項に規定する患者又は無症状病原体保有者となっ
た場合
　（4）　その他議長が認める事由
　（議員報酬の一時差し止め）
　第7条　議員が刑事事件の被疑者又は被告人として逮捕、勾留その他の身体を拘束される処分を受けたときは、その日から当該処分を解かれる日（保釈に
より当該処分が一時解除される場合にあっては、一時解除される日）までの期間は、議員報酬を一時差し止めするものとする。ただし、当該期間の始期が議
員報酬を支給する日の直前であることその他の理由により当該議員報酬の支給を一時差し止めすることができない場合は、この限りでない。
　2　前項の規定により議員報酬を一時差し止めする期間内に1月に満たない日数の月があるときは、その月分の議員報酬は、日割計算により支給するもの
とする。
　3　前項の日割計算の方法は、議員報酬の月額に支給を要する日数を乗じ、これをその月の現日数で除するものとする。
　4　第1項ただし書の場合において、同項に規定する期間に係る議員報酬が支給されたときは、当該議員報酬については、支給のあった日の翌月の末日ま
でに返納しなければならない。
　（期末手当の一時差し止め）
　第8条　基準日のそれぞれ前6月以内の期間において、前条第1項の規定により議員報酬を一時差し止めされ（当該基準日以前6月より前の日において同項
に規定する身体を拘束される処分を受け、当該基準日以前6月以内の期間において引き続き議員報酬を一時差し止めされていた場合を含む。）、かつ、基
準日において、なお、それが継続しているとき又は保釈により同条第1項に規定する処分が一時解除されている場合であって、判決が確定していないときは、
期末手当を一時差し止めするものとする。
　（一時差し止めされていた議員報酬又は期末手当の支給）
　第9条　前2条の規定により一時差し止めされていた議員報酬又は期末手当は、当該一時差し止めに係る刑事事件について公訴を提起しない処分があった
とき又は当該一時差し止めに係る刑事事件の無罪の判決（無罪と同様の効果を有する判決及び決定を含む。以下この条において同じ。）が確定したときは、
当該処分があった日又は当該無罪の判決が確定した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の議員報酬の支給日に支給す
るものとする。この場合において、議員の資格を失っているときも、同様とする。
　（一時差し止めされていた議員報酬又は期末手当の不支給）
　第10条　第7条の規定により議員報酬を一時差し止めされた場合で当該一時差し止めに係る刑事事件に関して有罪の判決が確定したときは、一時差し止め
されていた議員報酬は、支給しないものとする。
　2　第8条の規定により期末手当を一時差し止めされた場合で当該一時差し止めに係る刑事事件に関して有罪の判決が確定したときは、一時差し止めされ
ていた期末手当は、支給しないものとする。
　（端数計算）
　第11条　この条例の規定により計算した議員報酬及び期末手当の額に1円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。
　（前任期中の減額等の効力）
　第12条　前任期において、この条例の規定により議員報酬等の減額、一時差し止め又は不支給とされた議員が議員の資格を失い、再び議員の資格を得た場
合は、前任期中の減額、一時差し止め及び不支給の効力は、当該任期に及ばないものとする。

　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。

義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見書
　義務教育費国庫負担制度は、憲法上の要請として、教育の機会均等
とその水準の維持向上を目指して、子ども達の経済的、地理的な条件
や居住地のいかんにかかわらず無償で義務教育を受ける機会を保障し、
かつ、一定水準の教育を確保するという国の責務を果たすものである。
　政府は、国家財政の悪化から同制度を見直し、その負担を地方に転
嫁する意図のもとに、義務教育費国庫負担金の減額や制度そのものの
廃止にも言及している。
　地方財政においても厳しさが増している今、同制度の見直しは、義
務教育の円滑な推進に大きな影響を及ぼすことが憂慮される。また、
同制度が廃止された場合、義務教育の水準に格差が生まれることは必
至である。
　よって、国においては、次代を担う子ども達の教育に責任を持つと
ともに、教育水準の維持向上と地方財政の安定をはかるため、義務教
育費国庫負担制度を堅持するよう強く求める。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和６年６月28日
 浦安市議会議長　小林　章宏
　あて　 内閣総理大臣　様 

財務大臣　様 
文部科学大臣　様 
総務大臣　様

長期欠席の期間 減額割合

90日を超え180日以内の期間 100分の25

180日を超え270日以内の期間 100分の50

270日を超え365日以内の期間 100分の75

365日を超える期間 100分の100

　教育は、憲法・子どもの権利条約の精神に則り、日本の未来を担う
子ども達を心豊かに教え、育てるという重要な使命を負っている。し
かし現在、日本の教育は「いじめ」、「不登校」、少年による凶悪犯
罪、さらには経済格差から生じる教育格差・子どもの貧困等、さまざ
まな深刻な問題を抱えている。また、東日本大震災、原子力発電所の
事故、さらには各地で地震や豪雨、台風などの大規模災害が立て続け
に発生しており、災害からの復興は未だ厳しい状況の中にあるといわ
ざるをえない。さらには近年、新型コロナウイルス感染症という新た
な問題も発生し、長期休校などによる子ども達の学習の遅れや格差の
拡大、不安やストレスなどの深刻な状況をもたらした。
　一方、国際化・高度情報化などの社会変化に対応した学校教育の推
進や教育環境の整備促進、さまざまな教育諸課題に対応する教職員定
数の確保等が急務である。
　千葉県及び県内各市町村においても、一人ひとりの個性を尊重しな
がら、生きる力と豊かな人間性の育成を目指していかなければならな
い。そのため、さまざまな教育施策の展開が求められているが、各自
治体における財政状況の厳しい現状をみれば、国からの財政的支援等
の協力が不可欠である。充実した教育を実現させるためには、子ども
達の教育環境の整備を一層すすめる必要がある。
　そこで、以下の項目を中心に、令和７年度にむけての予算の充実を
していただきたい。

・災害からの教育復興にかかわる予算の拡充を十分にはかること
・少人数学級や小学校高学年専科を実現するため、公立義務教育諸学
校の教職員定数を改善する計画を早期に策定・実現すること
・教職員の待遇改善を図るため十分な予算措置を講ずること
・保護者の教育費負担を軽減するために義務教育教科書無償制度を堅
持すること
・現在の経済状況を鑑み、就学援助や給付型奨学金に関わる予算をさ
らに拡充すること
・安心して学校生活を送れるよう、スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカー等相談体制を充実させるとともに多様な学びの場
の充実を図り、誰もが学ぶことができる機会を保障すること
・子ども達が地域で活動できる総合型地域クラブの育成等、環境・条
件を整備すること
・老朽化等による危険をともなう校舎・ブロック塀の改築や、更衣室、
洋式トイレ、空調設備設置等の公立学校施設整備費を充実すること
・子どもの安全と充実した学習環境を保障するために、基準財政需要
額の算定基準を改善し、地方交付税交付金を増額すること
・GIGAスクール構想の着実な推進と教育DXを加速化し、学校現場
における校務の効率化や様々な課題に対応できる環境を整えること
・食は人間活動の基本である。給食費の無償化については、自治体毎
ではなく、ナショナルミニマム(最低限度の生活水準)として国が行う
こと

　国においては、教育が未来への先行投資であり、日本の未来を担う
子どもたちに十分な教育を保障することが、国民の共通した使命であ
ることを再認識され、国財政が非常に厳しい状況の中ではあるが、必
要な教育予算を拡充することを強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

　　　令和６年６月28日
 浦安市議会議長　小林　章宏
　あて　 内閣総理大臣　様 

財務大臣　様 
文部科学大臣　様 
総務大臣　様

国における令和７年度教育予算拡充に関する意見書
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